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23年度
業績指標等の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値

設定年度
目標年度

平成２７年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２７－㊶）

施策目標 ４１　技術研究開発を推進する 担当部局名
技術調査課長　五道　仁実
技術政策課長　吉田　正彦

大臣官房技術調査課
総合政策局技術政策課

作成責任者名

26年度

関連する
業績指標
等番号

達成手段の目標（27年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

技術研究開発課題の成果をタイムリーに社会に還元していくためには、目標を適切に設定し、効果的・効率的に実施することが重要で
ある。この観点から、当該年度に事後評価を実施した技術研究開発課題のうち、目標を達成した技術研究開発課題の割合を業績指
標として設定し、平成２３年度以降毎年度、８０％以上達成することを目標とした。
実績値の算定にあたっては、外部評価にて個別研究開発課題ごとに「目標を十分達成した」、「概ね目標を達成した」、「あまり目標を
達成できなかった」、「目標を達成できなかった」の４段階で評価し、そのうち「目標を十分達成した」または「概ね目標を達成した」もの
を「目標を達成した」ものとする。

施策目標の概要及び達成すべき目標
技術研究開発の成果をタイムリーに社会に還元していくため、目標を適切に設定し、それに基づいて技
術研究開発を効果的・効率的に推進する。

施策目標の
評価結果

１１　ＩＣＴの利活用及び技術研
究開発の推進

政策評価実施
予定時期

業績指標等

実績値

27年度
行政事業レビュー

事業番号

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

目標を達成した技術研究開発課題の割合

25年度

26年度
（百万円）

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 27年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要

評価結果 目標値初期値
22年度 24年度

(1)
建設技術の研究開発等共通経
費
（平成18年度）

413
「総合技術開発プロジェクト」等の研究開発を効率的・効果的に実施するため、共通的な予算として計上し機動的に執行することにより、
迅速かつ円滑な技術研究開発の推進を図る。

- -

(2)
研究開発の評価等経費
（平成10年度）

414
技術研究開発の課題の適切な設定、研究計画の見直し、研究開発終了後の成果の社会への波及効果等の評価のため、「建設技術研
究開発助成制度」及び「総合技術開発プロジェクト」の研究課題について、外部の学識者から構成される評価委員会により評価する。
もって、技術研究開発課題の効率的、効果的な実施を図る。

-
各年度の評価課題数：-

-

(3)
建設技術の研究開発助成経費
（平成13年度）

415

建設技術の高度化および国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案
を大学、民間企業等の研究者から広く公募し、優秀な提案に対し助成する「競争的資金制度」により、広範な領域における建設分野の
技術革新を可能とする環境を整備する。もって研究開発の成果による効率的・効果的な住宅・社会資本整備が推進されることを目的と
する。

162 -

(4)
災害拠点建築物の機能継続技
術の開発
（平成25年度）

416

東日本大震災や近年に発生した竜巻による被害を踏まえ、今後発生することが想定されている南海トラフ巨大地震や首都直下型地震
等の災害に対して建築物が災害拠点としての機能を維持するために配慮すべき設計技術水準を提案し、地方公共団体等の公的施設
および民間拠点ビル設計に資する災害拠点設計ガイドラインを策定する。さらに、津波外力に対する高度な設計技術については特別な
調査研究に基づく方法として従来の設計基準類に反映させる。

162 -

(5)
電力依存度低減に資する建築
物の評価・設計技術の開発
（平成25年度）

417
本研究では、住宅を含む建築物の設備システム、躯体構造の工夫、特殊建材の導入など各種要素技術を総合して建築物の電力消費
のピーク対策への効果を検証することにより、ピーク対策のための電力依存度の評価技術及びそれを最適化するための革新的な設計
システムの開発を行う。

162 -

(6)

社会資本等の維持管理効率
化・高度化のための情報蓄積・
利活用技術の開発
（平成25年度）

418

住宅・社会資本の効率的かつ高度な維持管理の実現に向けて、必要な施設情報の収集・蓄積及び利活用に関わる技術・方策を検討
し、マニュアル及びプロトタイプシステム等としてその成果を取りまとめて普及を図ることにより、施設修繕工事等の調達の不調・不落を
回避するとともに、施設情報の欠如に起因する非効率な施設維持管理の現況を打破し、安全面や環境面でも優れた戦略的な施設の維
持管理を実現させる。

162 -

(7)
国立研究開発法人土木研究所
（運営費交付金）
（平成13年度）

419
土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を土木研究所に行わせ、土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な整
備及び北海道の開発の推進に資する。

-
実施研究課題数：288課題

現場に適用された土木研究所研究開発技術数：-

(8)
国立研究開発法人土木研究所
（施設整備）
（平成13年度）

420
「土木技術に関する調査、試験、研究及び開発等を土木研究所に行わせ、土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な
整備及び北海道の開発の推進に資することを目的とする。」という目的を達成するため、土木研究所の研究施設及び老朽化した施設の
整備を図る。

-
土木研究所が整備した施設数：6件

-

(9)
国立研究開発法人建築研究所
（運営費交付金）
（平成13年度）

421
住宅・建築・都市に関する耐震、火災安全、省エネルギー、環境配慮、居住性向上等の技術について、行政と連携を図りつつ、調査、試
験、研究及び開発並びに技術の指導及び成果の普及等を行うことにより、国民生活の安全・安心の確保、健康・快適で持続可能な社
会づくりに貢献する。

-
実施研究課題数：40課題程度

建築研究所が作成に参画した主な国の技術基準数：-

(10)
国立研究開発法人建築研究所
（施設整備）
（平成13年度）

422

『住宅・建築・都市に関する耐震、火災安全、省エネルギー、環境配慮、居住性向上等の技術について、行政と連携を図りつつ、調査、
試験、研究及び開発並びに技術の指導及び成果の普及等を行うことにより、国民生活の安全・安心の確保、健康・快適で持続可能な
社会づくりに貢献することを目的としている。』という目的を達成するため、業務を効率的かつ円滑に実施するために必要な施設・設備
の整備及び更新を行う。

-
建築研究所が整備した施設数：3棟

建築研究所が作成に参画した主な国の技術基準数：-

(11)
交通運輸技術開発推進制度
（平成25年度）

424
国土交通省の政策課題の解決に資する研究開発テーマを毎年度設定した上で、当該テーマごとに研究実施主体から研究課題の公募
を行い、提案された課題の中から有望性の高いものを採択した上で、研究開発業務として委託する。

162 -



228 225 234 281

(228) (225)

646 649 556 567

(591) (649)

753 706 771 725

(708) (706)

231 45 44 44

(44) (218)

2544 2,570 2,623 2,729

(2544) (2570)

95 304 211 126

(3) (150)

148 146 148 147

(148) (146)

1048 1,028 1,071 1,080

(1048) (1,028)

149 155 320 0

(149) (155)

1397 1,395 1,530 1,467

(1397) (1395)

39 50 74 61

(18) (50)

54 51 62 59

(166) (23)

(12)
（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構運営費交付金
（平成15年度）

284 （独）鉄道・運輸機構が行う鉄道整備に対する助成関係業務の処理及び高度船舶技術開発等業務の処理に必要な財政措置を講ずる。 - -

(13)
鉄道技術開発
（昭和62年度）

425
鉄道技術の開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的とし、超電導リニアをはじめとした先端技術の鉄道分野への応用のほか、鉄
道の安全水準、環境性能の向上に関する基礎的な技術開発に補助を行う。

162 -

(14)
（独）交通安全環境研究所運営
費交付金（一般勘定）
（平成13年度）

426
運輸技術のうち陸上運送等に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図るための調査、研究及び開発等
を遂行させる。

-

基準の策定等に資する検討課題等の提案件数：20件

基準の策定等に資する検討会への参画、調査、研究
等を実施する基準化予定項目の件数：8件

(15)
（独）交通安全環境研究所施設
整備費（一般勘定）
（平成13年度）

427
運輸技術のうち陸上運送等に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保等に資する調査、研究及び開発等を
遂行させるための施設等を整備する。

-
整備実施件数：1件

-

(16)
国立研究開発法人海上技術安
全研究所運営費交付金
（平成13年度）

428

船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する研究開発等を行う。具体的には、①
総合的・合理的な安全規制構築のための研究等、海上輸送の安全の確保に係る研究開発、②環境対策の強化・高度化のための研究
等、海洋環境の保全に係る研究開発、③海洋資源・空間の利活用の推進のための研究等、海洋の開発に関する研究開発、④少子高
齢化の進展などの社会環境・構造の変化に対応した新たな海上交通輸送システムの構築のための研究等、海上輸送の高度化に関す
る研究開発等を実施。

-

事業規模（収入支出決算報告書の収入額）

国際海事機関への提案文書数：20件
所外発表の実施：312件
特許・プログラム等の知的財産所有権の出願：49件

(17)
国立研究開発法人海上技術安
全研究所施設整備補助金
（平成24年度）

429
海上輸送の安全確保及びその高度化を図るとともに、海洋の開発及び海洋環境の保全に資するために、独立行政法人海上技術安全
研究所における船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、研究及び開発
を行うための施設の整備に必要な経費を補助する。

-
施設整備費執行額

施設整備実施件数

(18)
国立研究開発法人港湾空港技
術研究所運営費交付金（研究
経費）（平成13年度）

430
国立研究開発法人港湾空港技術研究所法に基づき、平成13年4月1日に設置された港湾空港技術研究所が国土交通大臣の指示した
平成23年4月1日から平成28年3月31日までの第3期中期目標を達成するための中期計画に沿って研究を行うために必要な経費に充当
する。

-

港空研報告・港空研資料の刊行4回

国又は自治体主催の技術委員会への派遣人数（延
べ）100人
出願した特許件数 8件
港湾整備事業等に適用された研究成果の件数 7件

(19)
国立研究開発法人港湾空港技
術研究所運営費交付金（研究
経費を除く）（平成13年度）

431
国立研究開発法人港湾空港技術研究所法に基づき、平成13年4月1日に設置された港湾空港技術研究所が国土交通大臣の指示した
平成23年4月1日から平成28年3月31日までの第3期中期目標を達成するための中期計画に沿って研究を行うために必要な経費に充当
する。

-

港空研報告・港空研資料の刊行4回

国又は自治体主催の技術委員会への派遣人数（延
べ）100人
出願した特許件数 8件
港湾整備事業等に適用された研究成果の件数 7件

(20)
国立研究開発法人港湾空港技
術研究所施設整備費補助金
（平成13年度）

432
国立研究開発法人港湾空港技術研究所法に基づき、平成13年4月1日に設置された港湾空港技術研究所が国土交通大臣の指示した
平成23年4月1日から平成28年3月31日までの第3期中期目標を達成するための中期計画に沿って研究を行うために必要な経費に充当
する。

-

港空研報告・港空研資料の刊行4回

国又は自治体主催の技術委員会への派遣人数（延
べ）100人
出願した特許件数 8件
港湾整備事業等に適用された研究成果の件数 7件

(21)
国立研究開発法人電子航法研
究所運営費交付金
（平成13年度）

433

【事業目的】
航空交通の安全の確保とその円滑化を図るため、航空交通管理手法の開発や、航空機の通信・航法・監視を行う航空保安システムに
係る研究開発等を電子航法研究所に行わせることにより、国（航空局）が実施する航空管制業務等の航空保安業務を技術的側面から
支援させる。

【事業概要】
第３期中期目標期間（平成23年度～平成27年度）において、以下に掲げる３つの重点研究開発分野を設定し研究開発を実施している。
①航空路の容量拡大に関する研究開発
②混雑空港の処理容量拡大に関する研究開発
③空地を結ぶ技術及び安全に関する研究開発

－

重点研究数：11件

基準策定機関等における発表件数：24件
新規共同研究件数：5件
競争的資金、受託等による研究件数：20件

(22)
国立研究開発法人電子航法研
究所施設整備費
（平成13年度）

434

【事業目的】
電子航法研究所による研究開発業務の確実な遂行のため、施設等に関して性能維持・向上など適切な整備を実施する。

【事業概要】
電子航法研究所は、航空交通の安全の確保とその円滑を図るため、航空交通管理手法の開発や、航空機の通信・航法・監視を行う航
空保安システムに係る研究開発等を行っている。これらを実施するために利用している研究棟等の施設等の老朽化によって業務に支
障が生じないよう、補修、建替等を行うものである。

－

工事等箇所又は工事等対象建物棟数：1箇所

本事業は電子航法研究所の施設整備事業であり、定
量的な指標設定は困難であるが、性能維持・向上など
適切な整備を実施することにより、航空交通の安全の
確保とその円滑化を図る。

(23)

国土技術政策総合研究所　土
木関連施設整備費、建築関連
施設整備費
（平成13年度）

435
国土交通省が所管する国土技術政策の企画立案と密接に関係のある総合的な調査、研究開発に必要となる研究施設の適正な維持
管理（執務環境を含む）のための改修を図る。 H27年度は、実験廃水処理設備の改修・海洋沿岸実験施設の改修・都市防災研究セン
ター棟自家発電機設備分解点検整備並びに汚水配管設備の改修を行う。

- -



177 171 171 140

(176) (162)

- 5 6 5

- (5)

- 6 7 7

- (6)

- 10 10 9

- (10)

- 16 14 14

- (16)

110 105 103 95

(104) (101)

784 786 1,632 787

(782) (783)

- - 20 19

- -

- - 18 19

- -

- - 17 15

- -

- - 13 15

- -

- - 13 13

- -

- - 16 16

- -

- - 4 4

- -

- - － 45

- -

- - － 32

- -

- - － 20

- -

- - － 19
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(41)

遠隔離島における海洋関連技
術開発
（平成27年度）

新27-057
南鳥島において、技術開発実施のための現地状況調査を行い、同島における技術開発基本計画を策定するとともに、技術開発を効果
的・効率的に推進するため、南鳥島等に関する気象海象等の共通基盤データの収集を行い、技術開発のフォローアップ及び技術開発
基本計画の見直しを実施する。

162 -

(40)

高精度測位技術を活用した公
共交通システムの高度化に関
する技術開発
（平成27年度）

新27-056

　本事業では、公共交通システムに高精度の位置測位技術を適用し、事業者間で共有できるような信頼性の高い位置情報の取得を可
能することにより、鉄道からバスへの乗換時等におけるワンストップの乗継情報の提供等を行うための環境整備を行う。
　具体的には高精度の位置測位技術を活用した車載器を開発し、得られた位置情報をリアルタイムで交通利用者、交通事業者間で共
有するための技術的要件を整理する。

162 -

(39)
地域安心居住機能の戦略的ス
トックマネジメント技術の開発
（平成27年度）

新27-055
地域安心居住機能（地域での安心居住を支える賃貸住宅等の地域居住支援機能）の合理的・効率的なストックマネジメントを可能とす
るための技術研究開発を行い、これらの技術開発の成果により、地方公共団体におけるより効率的な長寿命化計画の策定を通じて、
公的賃貸住宅団地の有効活用及び公的賃貸住宅の維持管理コストの縮減・平準化を実現する。

162 -

(38)

３次元地理空間情報を活用し
た安全・安心・快適な社会実現
のための技術開発
（平成27年度）

新27-054

高精度測位社会の実現にかかる課題を解決するため、屋内外の測位環境改善と相互連携、３次元地図の整備・更新に関する技術を
開発し、官民問わず関係各主体が円滑かつ効率的に３次元地理空間情報を共通の社会基盤として整備、更新、活用することができる
ようにすることを通して、災害への備えある安全・安心な社会と、必要な情報を容易に得ながらストレスなく移動できる快適な社会の実
現に資することを目的とする。

162 -

(24)
国土技術政策総合研究所　一
般研究経費
（平成13年度）

436
国土交通本省が展開する政策や技術基準の策定・改訂等に対し,将来的に十分な技術支援・提言を行っていけるよう、中長期的に対応
が必要となる課題を解決するため,研究ポテンシャルの高揚・維持を図ることを目的とする。

- -

(25)

港湾分野における技術・基準
類の国際展開方策に関する研
究
（平成25年度）

444
アジア諸国を含め、海外において日本企業がビジネス展開を有利に進められるよう、投資対象国におけるスタンダード獲得のための方
策の確立を目的として、投資対象国の港湾関連技術基準類（調査、設計、施工、維持管理）に関する調査分析、欧米の主要な港湾関
連技術基準類との比較分析を通じ、日本の港湾関連技術・基準類の国際展開の実現を図る。

162 -

(26)

津波災害時における港湾活動
の安定的な維持方策に関する
研究
（平成25年度）

445
港湾地域における効果的で効率的な津波避難計画を作成するための手法を開発する。また、被災した港湾施設を復旧するにあたり、
効果的な環境改善技術を開発する。さらに、浚渫等の港湾工事を行う際に必要となる放射性物質の取り扱い方法をとりまとめる。

162 -

(27)

下水道施設の戦略的な耐震対
策優先度評価手法に関する調
査
（平成25年度）

446

平成24年度末時点の下水道施設の耐震化率は、管路施設（重要な幹線）が38％、処理場（消毒施設）が36％となっており、東日本大震
災では未耐震箇所を中心として甚大な被害が生じ日常生活に大きな影響を与えた。そのため限られた予算制約条件で、必要不可欠な
耐震対策を施し、被災しても最低限の機能維持（水洗トイレの利用、溢水防止）と早期に機能回復を実現させる耐震対策優先度評価手
法を確立することを目的とする。

162 -

(28)

地域の住宅生産技術に対応し
た省エネルギー技術の評価手
法に関する研究
（平成25年度）

447

住宅建設の大部分を占める中小の大工・工務店の多くが注文生産を行い、通風の利用や日射熱利用、地域産材利用など地域の気候
風土に適した多様な省エネルギー技術を有するが、現行の住宅の省エネルギー基準ではこれらの技術が十分に評価されているとは言
い難い。今後、省エネルギー基準の適合義務化に向けて、これらの省エネルギー技術の適切な評価が必須であるといえ、そのための
評価方法を開発・整備する。

162 -

(29)
地理地殻活動の研究に必要な
経費
（平成10年度）

455
地震や火山活動による被害の軽減に向け、プレート境界面の固着域の推定の高度化に関する研究などの推進により、国民の安全・安
心の確保を図るとともに、国土地理院が行なう測量・地図作成の効率化や成果の高精度化、迅速な提供などに資する研究開発を実施
し、地理空間情報の活用を推進し、豊かな国民生活の実現を図ることを目的とする。

一部162に
関連

-

(30)
気象研究所
（昭和31年度）

456
気象業務に関する実用的技術の研究・開発を行い、気象庁が国民に提供する各種情報の精度向上や迅速化を図ることにより、災害の
防止・軽減及び安全・安心な社会の実現をめざす。

162 -

(31)

リスクマネジメントの観点を組
み込んだ維持管理の持続性向
上手法に関する研究
（平成26年度）

448

社会資本ストックの高齢化に伴い、投入可能な予算・人材等が制限される状況において、戦略的な維持管理が強く求められている。こ
のような状況の下、社会資本の維持管理・更新を、効率的、効果的かつ合理的に進めていくことが喫緊の課題となっているが、現状で
はどのようにPDCAサイクルを持続させるのかという観点や、日常維持管理で対応困難なリスクをどの程度見込むか等の検討が不十分
である。本研究ではそれらを検討することによって、より実効性のある維持管理に貢献する。

162 -

(32)

津波防災地域づくりにおける自
然・地域インフラの活用に関す
る研究
（平成26年度）

449
既存の砂丘・湿地等の自然地形や水路・塚等の地物を、津波に対して減災効果を発揮する「自然・地域インフラ」として認識し、今後の
開発や維持管理不良によってその効果が失われないように積極的に保全・改良をはかっていくことで、南海トラフ巨大地震の被害想定
域の津波に対する粘り強さを安い整備費用と短い整備期間で効率的に向上させる。

162 -

(33)

巨大地震に対する中低層建築
物の地震被害軽減技術に関す
る研究
（平成26年度）

450

巨大地震による被災からの迅速な復興という観点から、巨大地震後においても建築物の継続利用を可能とする範囲に被害を軽減でき
る耐震技術の確立が求められている。巨大地震に対し建築物を完全に無損傷に留めることはコスト面で不合理であるが、地震後の修
復性を考慮した上で損傷を一定水準内に許容する設計を実施できれば、建設コストをそれほど上昇させることなく、地震後に建物利用
者の速やかな社会活動の復帰を可能とする建築物を実現できる。本事業では、建築物の多くを占める中低層建築物を対象に、効率的
に中低層建築物の地震被害を軽減させる耐震技術の研究を行う。

162 -

(34)

住生活満足度の評価構造に基
づく住宅施策の効果的実施手
法に関する研究
（平成26年度）

451
多様な世帯属性ごとの住生活の豊かさに対する満足度（以下「住生活満足度」という。）の評価構造を解明し、住生活満足度を規定する
指標を用いた効果的な住宅施策の実施・評価手法の開発をすることにより住生活満足度を効果的に高める施策の立案や評価（ＰＤＣＡ
サイクル）を合理的に行い、もって国民の住生活満足度の効果的な向上に資することを目的とする。

162 -

(35)

地震時の市街地火災等に対す
る都市の脆弱部分及び防災対
策効果の評価に関する研究
（平成26年度）

452
住生活基本計画において定めた「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消に寄与するために、新たな条件・状況・事象を考慮した
密集市街地の脆弱部分の解明を行い、密集市街地の危険性に係る評価基準の改善案を作成するとともに、都市整備を中心とした防災
対策の効果に対する定量的比較をもとに迅速・効果的な防災対策の評価・提案を行う。

162 -

(36)

都市の計画的な縮退・再編の
ための維持管理技術及び立地
評定技術の開発
（平成26年度）

453

人口の減少と急速な高齢化の進行、産業構造の変化、厳しい財政状況化での行政サービスコストの増大等、都市をめぐる社会経済環
境の大きな変化に対応し、都市の再構築を図りつつ、集約型都市構造に転換していくため、郊外市街地における縮退・再編エリアの客
観的な評価・選定手法及び計画的な縮退・再編の段階に応じた市街地の維持管理技術の開発、並びに新技術や新産業を市街地に受
け入れるために必要となる立地評定技術の開発を推進することを目的とする。

162 -

(37)
空港舗装の点検・補修技術の
高度化に関する研究
（平成26年度）

454
航空機の総重量増加に伴う、空港舗装の損傷リスク増大及び、空港の運用時間延長に対応するため、非破壊計測技術などの新技術
を導入した点検方法及び、新たな補修材料の導入による迅速な補修方法を開発し、空港舗装の維持管理に導入することで、点検作業
の時間短縮及び精度向上、補修作業の迅速化を実現し、空港サービスの確保及び向上を目指す。

162 -
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防災技術開発の推進のため、災害時の現場対応に関
連した技術開発に関するニーズとシーズの調査検討
結果のとりまとめ

-

(43)

下水処理場の既存施設能力を
活用した汚水処理システムの
効率化に関する研究
（平成27年度）

新27-059
自治体事業者が、地域における効率的な汚水処理システムの検討・評価を行うための技術資料を作成することで、人口減少する社会
において、地方都市における汚水処理サービスの維持・効率化を推進する。

162

(42)
次世代の防災技術開発のため
の調査研究経費
（平成27年度）

新27-058

災害時の現場対応に関連した技術開発ニーズおよび新たな技術開発に繋がるシーズについて調査を実施し、得られた情報について、
ニーズの分類、整理、技術開発レベルの現状や動向の整理を行う。これらの結果について、国土交通省内に設置する防災技術開発会
議において、人命を守るために必要な防災技術開発の観点から、シーズとのマッチングを考慮しながら、必要なニーズを実現するため
の方策について検討を行い、国土交通省の現場対応において必要な防災技術開発のロードマップをとりまとめる。

-

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

なし

(49)

海上輸送の構造変化に対応し
たコンテナ航路網予測手法の
開発
（平成27年度）

新27-065

　国際海上コンテナ貨物量の増大や輸送効率化を背景に、超大型コンテナ船の急増や、船社の連携が急展開しているほか、新パナマ
運河の供用や、北極海航路の利用増が見込まれている。このような海上輸送構造の変化に応じて、アジア諸国の後手を踏むことなく国
際コンテナ戦略港湾施策の更なる展開を的確に講じるために、将来の世界のコンテナ航路ネットワーク変化や我が国へのコンテナ船の
寄港変化を定量的に予測できるコンテナ航路網予測手法を開発する。

162 -

(45)

リアルタイム観測・監視データ
を活用した高精度土砂災害発
生予測手法の研究
（平成27年度）

新27-061
土砂災害は局所的かつ突発的であるため、目に見える危険度の変化に関する情報に乏しく、切迫性が伝わりにくい。本研究では、土砂
災害減災に対する効果的な警戒避難体制を市町村、住民が構築するために、地域の状況に関するリアルタイム観測・監視データを活
用し、土砂災害の発生場所、時刻に関する予測精度が高く、切迫性の伝わりやすい情報作成技術を開発する。

162

(44)

気候変動下の都市における戦
略的災害リスク低減手法の開
発
（平成27年度）

新27-060
気候変動、人口減少、高齢化、巨大災害の切迫等に対処するため、3つの政策転換　①「各分野の防災施設整備」の観点から「地域の
リスク低減」の観点へ、②施設限界を超えるハザードに対応した地域の防災・減災力の総動員、③「明日」から100年後までの時間軸上
のシームレスな防災減災対策の推進　の具体化に係る技術的課題について、都市における水害を具体例として解決手法を開発する。

162

(46)

地震誘発火災を被った建築物
の安全性・再使用性評価法に
関する研究
（平成27年度）

新27-062

地震後の火災によって地震の揺れと火災の両者の影響を受けた耐火建築物については、復旧・復興段階における安全性評価や再利
用に対するニーズがあるが、その可否を迅速・的確に評価する技術は確立されていない。このため本研究では、地震誘発火災被害を
受けた耐火建築物の応急的な利用及びその後の本格復旧を早期かつ効率的に行うことを可能とするため、それらの建築物の安全性・
再使用性の評価法を構築する。

162

(48)

みどりを利用した都市の熱的
環境改善による低炭素都市づ
くりの評価手法の開発
（平成27年度）

新27-064
みどりを都市内に適切に配置することにより、市街地の熱的環境を改善し、建築物の冷暖房負荷を低減させる省エネ効果の間接的な
CO2排出削減効果を予測・評価する手法を開発すると共に、みどりによる低炭素化の基本的な考え方を示し、地方公共団体が低炭素
都市づくりに向けて、効果的な計画や推進方策の検討が行えるようにする。

162 -

(47)

共同住宅等における災害時の
高齢者・障がい者に向けた避
難支援技術の評価基準の開発
（平成27年度）

新27-063

共同住宅等における災害時の避難弱者に向けた支援技術、いわゆる非常時のバリアフリーについては未だ課題は多い。本研究は、避
難計画及び避難支援技術の体系的整理をした上で、建築人間工学的実験に基づいた下方避難支援技術並びに建築関連法令に向け
た評価基準の開発を行う事を目的とする。また、人間工学データの公開により技術基準を明確化することで、民間が保有する技術の活
用や開発の促進に繋げる。

162


